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2025年2月17日 

 

  

 株式会社電通（本社：東京都港区、代表取締役 社長執行役員：佐野 傑）は、株式会社電通プロモーションプラ

ス（本社：東京都港区、代表取締役社長執行役員：藤 志保、以下「電通PMP」）と構築した、空き容器などの

「回収・リサイクル」にクーポン・ポイントなどの「販促」を組み合わせた循環プラットフォーム「で、おわらせ

ないPLATFORM」※１が、環境省、経済産業省、日本経済団体連合会が創設した循環経済パートナーシップ 

（Japan Partnership for Circular Economy）※２の注目事例に選定されたことをお知らせします。 

 

循環型社会の実現に向けて空き容器などの回収活動の必要性は高まっていますが、生活者にとっては手間がかか

り、企業にとってもコスト増となるため、善意に頼るだけではなかなか進まないという課題があります。「で、お

わらせないPLATFORM」は、このような課題に対し、空き容器などの「回収・リサイクル」にクーポン・ポイン

トなどの「販促」を組み合わせ、生活者とメーカーや販売店、リサイクル企業が「協働」することで、空き容器な

どの回収・リサイクルを促進する仕組みです。 

 

 当社は、2023年11月30日（木）～2024年1月30日（火）に、電通PMP、株式会社ローソン、株式会社明治、

株式会社ナカダイホールディングス（以下「ナカダイHD」）とともに、「で、おわらせないPLATFORM」の実証

実験を行いました※3。「明治おいしい牛乳」をはじめとするローソン店舗で取り扱いのある紙パック商品とプラス

チック製のキャップを、実験を実施するローソン店内に設置された資源回収ボックスに、スマートフォンでJANコ

ードを読み取り投函すると、「明治おいしい牛乳」の割引クーポンが発行される仕組みです。クーポンは引き換え

期間内にローソン全店舗で使用でき、回収物はナカダイHDによってリサイクルされました。 

 

 実証実験の成果は、回収した紙パックのリサイクル率は99％、リサイクルされた紙パックを仮に焼却処分した

場合と比較して二酸化炭素の排出量が削減され（カーボンフットプリント 1.514 [kg-CO2] 削減）※4、クーポン

引き換え率は16.2％※5でした。 

  

 

電通、電通PMPと構築した「で、おわらせないPLATFORM」が 
循環経済パートナーシップ（J4CE）の注目事例に選定 
－ ローソン、明治、ナカダイHDとの5社協働実証実験が評価 － 
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〈「で、おわらせないPLATFORM」実証実験のイメージ〉 

 

この実証実験では、メーカーなどの動脈産業、回収・リサイクルを担う静脈産業、生活者をデジタルプラットフ

ォーム上でつないだ企画力により、循環経済（サーキュラーエコノミー）にマーケティング視点とDXを取り入れ

て生活者の意識・行動変容を促進し、「回収・リサイクル」による社会貢献性と「販促」による事業性の両立など

を実現しました。 

 

今後も当社は、循環型社会の実現に向けたさまざまな課題解決を通して、顧客企業の成長に貢献していきます。 

 

 

◆参考：「サステナブルカスタマー」について 

 継続購入性とリサイクル活動・回収活動への参加意識の両方が高い生活者を、当社では「サステナブルカスタマ

ー」と定義しています。第3回「サステナブルカスタマー調査」の事前調査（対象者：全国15～79歳の1万人、調

査期間：2024年10月8日～10月15日）で、「サステナブルカスタマー」は全体の約2割（19.5％）を占めていま

す。今回の実証実験では、参加者の「サステナブルカスタマー」比率は約43％と、調査結果よりも多いことがわ

かりました。https://www.dentsu.co.jp/news/release/2024/1218-010489.html 
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※1 「回収・リサイクル」と「販促」を合わせた仕組みでサーキュラーエコノミーを実現する循環プラットフォームの開発を開始 

  （2023年6月22日リリース）。https://www.dentsu.co.jp/news/business/2023/0622-010620.html  

電通・電通PMP・ローソン・明治・ナカダイHDの5社協働で 「回収」と「販促」を組み合わせた循環プラットフォームの実証

実験を開始（2023年11月27日リリース）。https://www.dentsu.co.jp/news/business/2023/1127-010664.html 

※2 国内の企業を含めた幅広い関係者の循環経済への理解醸成と取り組み促進を目指し、2021年に創設。https://j4ce.env.go.jp/ 

※3 電通が企画設計・実証結果の検証を行い、電通PMPは実証実験のシステム開発および実施を担当。 

※4 商品やサービスの原材料調達から、廃棄・リサイクルに至る過程を通して排出される、温室効果ガスの排出量をCO2換算で表 

    示する仕組み。 

※5 他飲料商材で実施した20円値引きデジタルキャンペーンでは10％であり、予想を上回る結果となった。 

 

以上 

 

 

【リリースに関する問い合わせ先】 

株式会社電通コーポレートワン ブランディングオフィス 広報室 広報部 

河南、早川 

 Email：koho@dentsu.co.jp 

 

【事業に関する問い合わせ先】 

株式会社電通 サステナビリティコンサルティング室  

岡 

Email：sus.consult@dentsu.co.jp 


